
（別添）

団体名
標準財政規模

（A)

臨時財政対策
債発行可能額

（B）

168,304 7,569

１　一般会計及び特別会計の財政状況（主として普通会計に係るもの） （百万円）

歳入 歳出 形式収支 実質収支 地方債現在高
他会計からの繰

入金

一般会計 301,638 299,073 2,565 685 351,459 307

土地取得事業会計 566 565 1 1 627 －

母子寡婦福祉資金貸付事業会計 439 326 114 114 1,326 88

横越地区家畜診療事業会計 14 14 0 0 － －

普通会計 296,805 294,125 2,680 731 350,938 －

２　１以外の特別会計の財政状況（公営企業を含む公営事業会計に係るもの） （百万円　，　％）

総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

＜法適用以外＞

形式収支
純損益

（実質収支）
企業債(地方
債)現在高

他会計からの繰
入金

<法適用企業>

不良債務
<法適用企業>

累積欠損金
備考

病院事業会計 15,502 15,169 － 333 21,374 1,651 － 5,825 法適用企業（一部）

下水道事業会計
（公共下水道分）

24,320 25,123 － △803 324,239 17,002 － 803 法適用企業（一部）

下水道事業会計
（特定環境保全公共下水道分）

671 709 － △39 11,770 609 － 39 法適用企業（一部）

下水道事業会計
（その他事業分）

93 93 － 0 － － － － 法適用企業（一部）

水道事業会計 16,553 16,313 － 240 56,754 215 － － 法適用企業

（歳入） （歳出） （実質収支）

67,100 66,434 666 666 － 5,942 － －

（歳入） （歳出） （実質収支）

328 328 0 0 3,897 139 － －

（歳入） （歳出） （実質収支）

63,952 63,684 268 268 － 4,887 － －

（歳入） （歳出） （実質収支）

46,331 45,973 357 307 652 6,307 － －

（歳入） （歳出） （実質収支）

1,733 1,733 0 0 13,386 633 － －

（歳入） （歳出） （実質収支）

605 605 0 0 1,834 416 － －

（歳入） （歳出） （実質収支）

239 239 0 0 1,758 38 － －

（歳入） （歳出） （実質収支）

518 518 0 0 203 143 － －
　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業である。
　　　　　２．法適用企業に係るもの以外のものについては、「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「実質収支」を表示している。
　　　　　３．不良債務及び累積欠損金は、正数で表示している。
　　　　　４．想定企業会計とは当該事業の経理を一般会計で行っているが、これに係る一切の収支を一般会計から分別して、公営企業会計が設けられているものと想定したものである。

　　　

３　関係する一部事務組合等の財政状況 （百万円　，　％）

歳入
（総収益）

歳出
（総費用）

＜法適用以外＞

形式収支
実質収支
（純損益）

地方債(企業
債)現在高

当該団体の負
担金割合

<法適用企業>

不良債務
<法適用企業>

累積欠損金
備考

さくら福祉保健事務組合
（一般会計分）

996 932 64 64 23 47.1 － － 一部重複あり

さくら福祉保健事務組合
（特別養護老人ホーム分）

528 490 38 － 63 － － －

さくら福祉保健事務組合
（病院分）

1,032 1,031 － 1 2,272 － － － 法適用企業（一部）

下越障害福祉保健事務組合 858 790 68 68 882 12.2 － －

西蒲原福祉事務組合
(一般会計分）

469 439 30 30 63 59.6 － －

西蒲原福祉事務組合
(西蒲原地区休日夜間急患ｾﾝﾀｰ事業特別会計分）

95 86 9 9 － 95.2 － －

新潟県中東福祉事務組合 418 384 34 34 85 54.4 － －

三条・燕・西蒲・南蒲広域
養護老人ホーム施設組合

261 241 20 20 1 22.5 － －

豊栄郷清掃施設処理組合 896 878 17 17 1,076 76.9 － －

阿賀北広域組合 339 328 11 11 933 37.7 － －

新潟県後期高齢者医療広域連合 17 6 10 10 － 27.6 － －

新潟県市町村総合事務組合
（一般会計分）

398 354 44 44 － － － －

新潟県市町村総合事務組合
（職員退職手当支給事業特別会計分）

9,360 7,902 1,458 1,458 － － － －

新潟県市町村総合事務組合
（消防団員等公務災害補償事業特別会計分）

1,562 1,532 30 30 － 15.4 － －

新潟県市町村総合事務組合
（消防賞じゅつ金等支給事業特別会計分）

44 24 21 21 － 17.9 － －

新潟県市町村総合事務組合
（非常勤職員公務災害補償等事業特別会計分）

15 7 8 8 － － － －

新潟県市町村総合事務組合
（交通災害共済事業特別会計分）

838 741 97 97 － － － －

新潟東港臨海水道企業団 180 224 － △ 45 502 － － 638
法適用企業

繰出金4百万円

新潟東港地域水道用水供給企業団 957 809 － 148 2,681 － － － 法適用企業
繰出金113百万円

想定企業会計

(百万円)

<法適用企業>

経常収支比率

102

101

基金から4百万円繰入

合計
（A）＋（B)

175,873

95

97

－

－

－

－

－

－

－

－

－

介護保険事業会計
－

中央卸売市場事業会計

と畜場事業会計

－

駐車場事業会計

介護サービス事業会計

－

－

－

100

－

－

－

財政状況等一覧表（平成１８年度）

国民健康保険事業会計

－

老人保健事業会計
－

新潟市

96

農業集落排水事業会計

備考

基金から2,016百万円繰入

<法適用企業>

経常収支比率

－

－

－

基金から2,020百万円繰入

－

－

80

121



（別添）

４　第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況 （百万円）

経常損益
資本又は
正味財産

当該団体か
らの出資金

当該団体か
らの補助金

当該団体から
の貸付金

当該団体からの
債務保証に係
る債務残高

備考

財団法人新潟市国際交流協会 26 1,101 1,000 － － －

財団法人新潟市芸術文化振興財団 5 1,026 1,000 213 － －

財団法人會津八一記念館 △ 4 230 100 － － －

財団法人新潟テレトピア振興協会 △ 11 322 150 － － －

財団法人新潟地域産業振興センター △ 2 101 95 － － －

財団法人新潟ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｱﾙﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ 1 93 50 12 － －

財団法人新潟観光コンベンション協会 △ 2 581 301 155 － －

財団法人新潟市勤労者福祉ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ 1 235 100 35 － －

財団法人新潟勤労者福祉振興協会 0 501 250 201 － －

財団法人新潟ミートプラント △ 9 211 48 － － －

財団法人新潟市都市緑化推進協会 2 245 100 38 － －

財団法人新潟市体育協会 1 512 501 10 － －

財団法人新潟水道サービス 2 78 63 3 － －

株式会社新潟市環境事業公社 17 1,041 17 － － －

新潟地下開発株式会社 98 49 53 － 900 －

新潟空港ビルディング株式会社 211 △ 1,066 333 － 467 －

新潟市土地開発公社 426 2,448 30 － 18,251 5,393

株式会社エフエム新津 1 52 35 － － －

新津地域振興株式会社 △ 6 71 50 － － －

社団法人しろね農業振興公社 0 13 6 2 － －

株式会社まちづくり豊栄 △ 2 32 17 － － －

　（注）　損益計算書を作成していない民法法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を記入している。

５　財政指数

　（注）　実質公債費比率は、平成１９年度の起債協議等手続きにおいて用いる平成１６年度から平成１８年度の３か年平均である。

－

－

－

－

－

－

実質公債費比率

実質収支比率

経常収支比率

0.693

15.1

財政力指数

86.1

0.4

－

－

－

－

－

－

－

－

当該団体から
の損失補償に
係る債務残高

－

－

－

－

－

－

－


